
国
民
年
金
か
ら
の

お
知
ら
せ

　　　▶︎国民年金保険料額
　月額　１６，３４０円（平成29年度から150円引き下げ)
　※保険料は、まとめて前払い（前納）することで割引が受けられます。

　　　▶︎障害基礎年金額
　年額１級　９７４，１２５円
　　　２級　７７９，３００円
　※18歳到達年度末日までの子、又は20歳未満で障害年金の障害等級１級又は
　２級の子がいる場合、別途｢子の加算」があります。

　
現
在
年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
る
人
に
は
、
６
月
上
旬
に

日
本
年
金
機
構
よ
り
年
金
額
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ
が
送

付
さ
れ
ま
す
。
ご
自
身
の
詳
し
い
年
金
額
に
つ
い
て
は
そ

ち
ら
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

平成 30 年度

（昨年度から据え置き）

「
学
生
納
付
特
例
制
度
」
の
受
付

を
開
始
し
ま
し
た

　
国
民
年
金
は
、
20
歳
以
上
で
あ

れ
ば
学
生
も
加
入
し
、
保
険
料
を

納
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
た
だ

し
、学
生
の
た
め
収
入
が
少
な
く
、

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な

場
合
、
保
険
料
の
納
付
が
猶
予
さ

れ
る
「
学
生
納
付
特
例
制
度
」
が

利
用
で
き
ま
す
。

　
承
認
さ
れ
た
期
間
は
、
年
金
を

受
け
取
る
た
め
に
必
要
な
期
間

（
＝
受
給
資
格
期
間
）
に
算
入
さ

れ
る
う
え
、
病
気
や
事
故
な
ど
に

よ
る
障
害
・
死
亡
の
と
き
の
障
害

基
礎
年
金
及
び
遺
族
基
礎
年
金
の

納
付
要
件
に
も
算
入
さ
れ
ま
す
。

　
４
月
よ
り
平
成
30
年
度
分
の
受

付
を
開
始
し
ま
し
た
の
で
、
利
用

希
望
者
は
忘
れ
ず
に
申
請
し
て
く

だ
さ
い
。

※
申
請
は
、
毎
年
度
必
要
で
す
。

対
象　
前
年
所
得
が
一
定
額
以
下

の
学
生

手
続
先　

市
民
課
（
市
役
所
１

階
）・
市
民
福
祉
課
（
ア
ス
ピ

ア
こ
だ
ま
内
）

用
意　
年
金
手
帳
又
は
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
（
も
し
く
は
通
知

カ
ー
ド
と
運
転
免
許
証
等
の
本

人
確
認
書
類
）
、
印
鑑
、
申
請

年
度
の
学
生
証(

コ
ピ
ー
可
。

た
だ
し
、
有
効
期
限
が
裏
面
記

載
の
場
合
は
両
面
コ
ピ
ー
）
又

は
在
学
証
明
書

▼
追
納
を
お
す
す
め
し
ま
す
！

　
保
険
料
の
免
除
等
を
受
け
て
い

た
期
間
は
、
受
給
資
格
期
間
に
は

算
入
さ
れ
ま
す
が
、
将
来
受
け
取

る
年
金
額
は
保
険
料
を
全
額
納
付

し
た
場
合
よ
り
少
な
く
な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
こ
の
期
間
は
10
年
以

内
で
あ
れ
ば
後
か
ら
保
険
料
を
納

め
る
こ
と
（
＝
追
納
）
が
で
き
、

追
納
す
る
と
初
め
か
ら
納
め
て
い

た
の
と
同
じ
扱
い
に
な
り
、
受
け

取
る
年
金
額
は
減
少
し
ま
せ
ん
。

※
３
年
度
目
以
降
の
追
納
は
、
当

時
の
保
険
料
に
一
定
の
加
算
金
が

つ
き
ま
す
。

対
象　
過
去
10
年
以
内
に
、免
除
、

納
付
猶
予
（
若
年
者
納
付
猶

予
）、
学
生
納
付
特
例
を
受
け

た
期
間
の
あ
る
人

手
続
先　
市
民
課
・
市
民
福
祉
課

用
意　
年
金
手
帳
又
は
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
（
も
し
く
は
通
知

カ
ー
ド
と
運
転
免
許
証
等
の
本

人
確
認
書
類
）
、
印
鑑

受
け
取
る
年
金
額
を
増
や
す
に
は

▼
付
加
保
険
料
の
納
付

　
毎
月
の
定
額
保
険
料
に
付
加
保

険
料
と
し
て
月
額
４
０
０
円
を
上

乗
せ
し
て
納
め
る
と
、
将
来
の
老

齢
基
礎
年
金
に
付
加
年
金
が
加
算

さ
れ
ま
す
。
加
算
さ
れ
る
付
加
年

金
額
（
年
額
）
は
「
２
０
０
円
×
付
加

保
険
料
を
納
め
た
月
数
」
で
す
。

※
付
加
保
険
料
の
納
付
は
申
し
込

ん
だ
月
分
か
ら
と
な
り
ま
す
。

※
国
民
年
金
基
金
加
入
者
や
保
険

料
の
免
除
等
を
受
け
て
い
る
人
は

利
用
で
き
ま
せ
ん
。

対
象　
国
民
年
金
第
１
号
被
保
険
者
・

任
意
加
入
被
保
険
者（
65
歳
未
満
）

手
続
先　
市
民
課
・
市
民
福
祉
課

用
意　
年
金
手
帳
又
は
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
（
も
し
く
は
通
知

カ
ー
ド
と
運
転
免
許
証
等
の
本

人
確
認
書
類
）
、
印
鑑

納付

受給

受給

市民税・県民税のお知らせ ★課税課☎�１１２３

▼平成30年度市民税·県民税税額決定通知書　
　及び納税通知書を発送します
　給与から特別徴収されている人には、５月中旬に
税額決定通知書を勤務先へ、普通徴収及び公的年金
から特別徴収されている人には、６月 11日㈪に納税
通知書又は税額決定通知書を発送します。

▼平成30年度（平成29年分）
　所得・課税証明書の発行について
　平成 30年度（平成 29年分）所得・課税証明書は、
６月 11日㈪から発行を予定しています。所得・課税
証明書を発行できる人は次の❶〜❹に該当する人で
す。該当しない人は、市に課税資料がないため、申
告をした後でなければ証明書を発行できません。収
入がない人、家族の扶養になっている人も同様です。
❶市民税・県民税申告をした人
❷確定申告をした人
❸勤務先から給与支払報告書が市へ提出されている人
❹公的年金等支払報告書が市へ提出されている人
※所得・課税証明書は市民税・県民税の税額決定後
に発行できます。なお、申告後発行まで１か月程度
かかる場合もありますのでご注意ください。　

▼市民税・県民税の納税方法
●普通徴収
　納税義務者本人が納付書又は口座振替により、６
月、８月、10月、翌年１月の４回の納期で納める
方法です。
●給与からの特別徴収
　給与支払者が納税義務者の毎月の給与から特別徴
収税額を天引きし、６月から翌年５月までの 12回
で納税義務者に代わって納める方法です。
●公的年金からの特別徴収
　日本年金機構などの年金保険者が納税義務者の年
金から公的年金所得に係る特別徴収税額を天引き
し、４月、６月、８月、10 月、12 月、翌年２月
の６回で納税義務者に代わって納める方法です。平
成 30年度も引き続き対象者となる人は、前年度の
納税通知書又は税額決定通知書に記載されている
税額が４月、６月、８月支給の年金から天引きさ
れます。
※４月１日現在、65歳以上で介護保険料が年金から
天引きされている人は、公的年金からの特別徴収対
象者となります。なお、初めて特別徴収が開始され
る年度は、10月支給の年金から天引きされます。

国
民
年
金
保
険
料
の
納
め
忘

れ
は
あ
り
ま
せ
ん
か
？

　
過
去
５
年
以
内
に
納
め
忘

れ
の
あ
る
保
険
料
に
つ
い

て
、
平
成
27
年
10
月
か
ら
平

成
30
年
９
月
ま
で
の
３
年
間

に
限
り
、
特
例
で
納
め
る
こ

と（
＝
後
納
）が
で
き
ま
す
。

（
本
来
、
保
険
料
は
２
年
を

経
過
す
る
と
時
効
に
よ
り
納

め
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
）

　
後
納
制
度
を
利
用
す
る
こ

と
で
、
将
来
受
け
取
る
年
金

額
が
増
額
し
た
り
、
納
付
し

た
期
間
が
不
足
し
て
年
金
を

受
給
で
き
な
か
っ
た
人
が
受

給
資
格
を
得
ら
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

　
利
用
希
望
者
は
年
金
事
務

所
へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ

い
。

※
60
歳
以
上
で
老
齢
基
礎
年

金
を
受
給
し
て
い
る
人
は
利

用
で
き
ま
せ
ん
。

※
過
去
３
年
度
以
前
の
後
納

に
は
、
当
時
の
保
険
料
に
一

定
の
加
算
金
が
つ
き
ま
す
。

★
市
民
課
国
民
年
金
係
☎

�
１
１
１
４
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市
民
福

祉
課
市
民
税
務
係
☎
�

１
３
３
３
、
熊
谷
年
金
事

務
所
☎
０
４
８
―
５
２
２

―
５
０
１
２

付加保険料を20年間
（2４0月）納付した場合
・付加保険料の総納付額
　４00 円× 2４0 月
　　＝ 96,000 円
・将来受け取れる
　付加年金額
　　200 円× 2４0 月
　　＝ ４8,000 円（年額）

　　　▶︎老齢基礎年金額
　年額　７７９，３００円（昨年度から据え置き)
　※20歳から60歳までの40年間、国民年金保険料を全額納付した場合の年金額です。

11 平成30年５月１日号 10


